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【論文要旨】
　善意取得のフランス法の規定は，17世紀オラソダにおいて，ゲルマソ法と取引保護のための論
理が結び付いた結果生まれた理論の影響を受け，その構造が理解された。
　特徴的なのは，占有委託物か占有離脱物かによって動産追求の可否が分かれるという点と，市や
同種の物を扱う商人から盗品を取得した場合の取得者への更なる特権付与であった。
　また，フランスの規定は，理論的な対立を経て，ドイッ法の影響を受け，証拠法的な推定機能と
無権利者からの所有権取得機能という2つの機能を有するという理解が確立された。
　ところが，オランダ新民法典では，より急進的に実体的な善意取得を認めるという方向へと進
み，他方で，ケベック民法典では，それとは反対に，所有権者による返還請求を認め，善意取得を
制限する方向へと進み，真逆にフランスの規定から離れる。
　本稿において検討した法制から導き出される傾向は，（1）占有委託物と占有離脱物との間の区別の
放棄，（2）盗品に対しての善意取得を認める規定の，より一般的な枠組みへの転換，（3）善意取得によ
り権利を侵害される真の所有権者への何らかの保護の割り当て，ということで特徴付けられる。
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一．はじめに
　EUの成立以後，その加盟国間での私法の統一を巡る試みが進められてきた。とりわけ，域内市
場における国際的取引を促進するために，取引に関する法を巡る試みが優先して行われてきてお
り，売買法や契約法の分野でのルールの策定が行われてきた。
　そうした中で，近時は，従来は議論から意識的に外されてきた物権法の分野における統一的な
ルールを探ることも試みられるようになってきている。
　とりわけ，取引に関するルールと関わる法制度が中心的に議論される。そうした中心的なトピッ
クの一つとして挙げられるのが，善意取得であろう1。
　善意取得という法制度が近代の法典編纂において初めて登場したのは，フランス民法典において
であった。フランス民法典2281条（旧2279条）は，「動産に関しては，占有は権原に値する（En
fait　de　meubles，　la　possession　vaut　titre．）」2という規定を有し，その条文の意味するところを巡っ
ては，様々な議論が行われた。
　フランス民法典は，ヨーロッパ大陸法系の諸国の法典編纂に影響を及ぼし，旧2279条の規定に
ついても，ベルギーやオランダ，スペインなどで，ほぼそのままその規定が用いられた他，アメリ
カのルイジアナ州やカナダのケベック州など，ヨーロッパ以外の地域の制度にも影響を与えた。ま
た，その曖昧な規定の文言のために，フランス同様にそれらの地域では，その意味するところにつ
11998年12月3日に作成された「アムステルダム条約の自由，安全及び司法の領域に関する規定を最善に実
　施するための理事会及び委員会の行動計画」において，「特定の司法領域における法の同化の可能性の調査」
　の例として，「動産の善意取得に対する国際的に統一の司法規定の導入」が挙げられる。
2以下，フラソスの条文については，主に，法務大臣官房司法法制調査部編『フランス民法：物権・債権関
　係』（法曹会，1998）による。
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いて議論が行われた。
　ところが，これらのフラソス法の影響を受けた国と地域の中で，オランダとケベックでは，近年
新しい民法典の制定が行われ，その中で，善意取得の規定についても，条文上いくつかの点で従来
の制度と異なる方向への転換が図られた。
　本稿においては，まず前半で，フランスにおいて行われた同規程の意味を巡る議論と，現在の理
解について述べ，続いて後半で，オランダとケベックにおける新旧民法典における規定の相違につ
いて述べ，最後に，民法のヨーロッパ化の試みの中での善意取得の規程のされ方について述べてい
く。
　こうした検討を通して，国際的な善意取得ルールの傾向を描出し，今後，取引法の国際的調和が
図られる中で，わが国における善意取得の規定や解釈のあり方を考えるのに助けとなることを目標
とする。
二．フランスにおける議論と発展
1．メルラソ・ド・ドゥエ（Merlin　de　Douai）による，“ゲルマン法的な”善意取得制度の形成
　フランス民法典旧2279条に置かれた「動産に関しては，占有は権原に値する。」という法文は，
元を辿ると，ブルジョンがパリのシャトレ裁判所の判例理論より導き出したものであり3，それを
起草者が「維持」したものであった4。
　旧2279条と旧2280条によって規定された制度は，伝統的には，パリのシャトレ裁判所の判例理
論とフランス古法の法諺meubles　n’ont　pas　de　suite（動産は追求さるることなし）とを一つの線で
結び，ゲルマン法上のhand　wahre　Hand準則の意味において理解され，善意取得とはゲルマン法
の伝統から導き出された制度であると理解されてきた5。
　すなわち，動産に関して，自らの意思により委ねた物については物権法上の返還請求はできない
が，自らの意思によらずに遺失または盗により失われた物についてのみ返還請求をすることができ
るという“ゲルマン法に伝統的な”Hand　wahre　Hand準則へ回帰した制度であると言われてきた。
　しかし，以上のような理解に対して，いくつかの方向から批判的な見解が主張される。
　まず，Meubles　n’ont　pas　de　suiteに関しては，オランダのボスの研究6によって明らかにされた
ように，この法諺は，従来に理解されてきたのとは反対に，15，16世紀に見られる，担保権によっ
3Frangois　Bourjon，　Droit　commun　de　la　France　et　la　coutume　de　la　Paris　r6duits　en　principes（Paris，
　nouv．6d．，1770），1．　III．　t．22．　Ch，5．　P．1094．
4Locr6　X　VI，　p．356，　n°45．
5Jobbe－Duva1，　Etude　historique　sur　la　revendication　des　meubles　en　droit　grangais（Paris，1880），Raymond
　poincar6，　Du　droit　de　suite　dans　la　propri6t6　mibili6re　rancien　droit　et　Code　Civi1（Paris，1883），Victor　P．
　Moldoveanu，　De　la　revendication　des　meubles（Paris，1990），田島順『民法一九二条の研究』（立命館大学
　出版部，1933年）など。
6A．　G．　Pos，　Meubles　n’ont　pas　de　suite，　in：Tijdschrift　voor　Rechtsgeschiedenis　41（1973）．
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ては動産は追求されることなし（Meubles　n’ont　pas　de　suite　par　hypotheque）という意味において
常に用いられてきたという。すなわち，動産に対しての返還請求が認められないという動産の非訴
追性を示すものではなく，動産に対する返還請求は存在するけれども，担保権者によっては訴追さ
れないということを述べたものであるという。実際に，ゲルマンの制定法や慣習法において，ザク
センシュピーゲル7やリューベック都市法8の中でHand　wahre　Hand準則が見られる一方で，動産
の返還請求が認められる例も多く存在する9。後にその意味をより明確にするために，「担保権によ
って」という用語が付されたに過ぎないという。
　次に，ブルジョンの引用したシャトレ裁判所の判決についても，動産の善意取得についてのもの
ではなく，証書のみが契約の証拠として通用すると定めた，1566年と1667年の2つのオルドナン
ス10の元で，通常は契約に証書を用いない動産の場合には，占有が取得行為の証拠として有効であ
るということを意味するものであった11。
　したがって，この法文が伝統的に理解されてきたように，Hand　wahre　HandやMeubles　n’ont
pas　de　suiteと結び付けられて理解されたのは，自明のことではなかった。
　Hand　wahre　Hand準則と結び付いた構成を作り出したのは，民法典施行の直前に破殿院で扱わ
れた事案においての，メルラソ・ド・ドゥエ12の意見であったという13。ここで述べられたメルラ
ンの考えが，後の判例理論や学説に影響を及ぼした。それは，彼の著作に収録される。
　すなわち，著書『Recueil　alphab6tique　de　questions　de　Droit』の「REVENDICATION」の項
目の下で14，メルラソは，問題となるパリ高等法院の判決15を機縁として，自ら委ねた無記名証券
7ザクセンシュピーゲル2巻60章。詳しくは，アイケ・フォン・レプゴウ（久保正幡＝石川武＝直井淳共訳）
　『ザクセソシュピーゲル・ラソト法』（創文社，1977）参照。
8リューベック都市法は，ザクセンシュピーゲルの規定を引き継ぎ，Hand　wahre　Hand準則を確立したと言
　われる。
9ゴスラル法や，ランゴバルド法，西ゴート王国のエウリック法典289条など。
101667年の民事訴訟王令は，100リーブルを超える価値を有する物の売買や贈与の存在は，書証によって証明
　されなければならないとした。
11Jean　Carbonnier，　Droit　Civi1：Les　biens，　Paris，2004，　p，1879．
12フィリップーアントワーヌ・メルラソ・ド・ドゥエ（1754　一　1838）は，当時，破殿院の検事局の代表者
　（procureur　g6n6ra1）を務め，法律問題の調整を行っていた。
13Jose　Maria　Miquel　Gonzalez，　La　posesion　de　biens　muebles，　Madrid，1979，　pags．163．
14Merlin　de　Douai，　Recueil　alphab6tique　de　questions　de　Droit，，　t．　III，4°．　ed．　Paris，1828．
15アソトワーヌ・ファンボメル（Antoine　Vanbomel）は，ラ・イデソにおいて彼の母と取引を行い，また，ジ
　ャンヌ・コルネリー・ファソデルクソ（Jeanne　Cornelie　Vanderkun）と別産制の下で結婚をしていた。フ
　ァンボメルは，ある日突然，自宅から姿を消し，パリに未亡人であるファソディンテルと共にパリへと行
　き，財産を持たずに，労働によりその日の糧を得るような生活を行う。彼は，ライデンにおける妻の請求
　により，浪費による禁治産宣告を受け，義兄の保佐を受ける。ファンボメルは憲兵に捕まり，ライデンへ
　と送還されるが，その帰路において，同行したファンディソテルは，アントウェルペンで，26の無記名証
　券が中に入っているブリキの箱をライゼソ（Leysen）に預けた。それらの無記名債権には，ファンボメル
　の母によって購入されたもの，彼と母の共同所有において購入されたもの，彼の妻が購入したものもあ
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を，所有権者が返還請求を行うことができるのかという疑問についての解説を行う。
　まず，動産の取得者が善意である場合と悪意である場合とを分け，悪意である場合には，物の返
還請求を認める。次に，取得者が悪意である場合にっいて検討を行う。取得者が善意である場合に
は，返還請求を認める立場と認めない立場があるとしながら，ライデソ大学の教授であったヨハネ
ス・ブートの見解16やリューベック都市法，アントウェルペソの慣習法，ゼーラント州の領地の保
持者に関する諸規定（1679年5月31日）などを，ブルジョンによって引用されたパリシャトレ裁
判所の判決と並んで挙げる。
　こうした記述の下で，ゲルマン慣習法のHand　wahre　Hand準則とMeubles　n’ont　pas　de　suite，　la
possession　vaut　titreが一本の線上につなぎ合わされたのである。
　他方で，「占有は権原に値するという格言により，未亡人ファンディソテルが，…所有者となる
ために，何らの文書も必要としない。」と述べられる他，「DONATION」の項目の下でも，メルラ
ンは，占有は権原に値するという規定の証拠法上の機能の継続することを述べる17。
　1731年のオルドナソスによって，贈与が有効に行われるためには，一般的に書証が要求される
が，1768年1月17日のパリ高等法院の判決で，占有により支えられた宣誓が唯一の証拠であると
されたこと，さらに，ドマ18やブルジョン19，シャトレ裁判所の1777年の判決20を引用し，占有の
証拠としての機能を説明する。
　以上のように，メルランは，通説的に理解されたゲルマソ法の伝統と結び付けられた旧2279条，
2280条の理解を構成し，さらに，「占有は権原に値する」に，所有権の推定という意味と，証拠法
上の取得行為の証拠としての意味と，2つの意味を同時に持つとする理解を示したさきがけとなっ
た。
　る。ファンボメルの母と妻と破産管財人によって，ブリキの箱を求めて訴えが提起される。アソトウェル
　ペンで行われた第一審においては，原告らの訴えが認められたが，ブリュッセルで行われた第二審，高等
　法院ともに，被上訴人らの返還請求が拒まれたと結論付けたり，証明が不十分であったと結論付けるので
　はなく，物を占有するという事実のみによって，ファンディンテルは正当な所有権者であると推定される
　べきであるとして，ファンディソテルの訴えを認めた。
16ここで引用されるブートの見解は，まず，ローマ法に忠実に，所有権者が返還請求をすることができると
　いうことを認めつつ，通商上の利益に関わるため，真の所右権者に対して，「動産は追求されることなし
　（mobilia　non　habent　sequelam）」という規定により，自ら委ねた動産に対する返還請求を制限するものであ
　る。
17Merlin　de　Douai，　Recueil　alphab6tique　de　questions　de　Droit，　t．　III，4°．ed．　Paris，1828，
18所有権と占有とは占有者に結び付き，その占有者が所有権者でないと証明されるまで，所右権者として扱
　う。
19動産の場合に，所有権の移転を証明するには，占有で十分である。ここで存在する秩序は，時の経過とは
　独立している。
20R公爵から絵画を受け取ったと主張した女優から，同絵画を取得した第三者に対して，　R公爵が絵画の返
　還請求を行ったが，R公爵と女優との間の贈与の権原証明を占有が補ったとした上で請求を不受理とした。
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2．初期のフランスの学説
　民法典の制定後，旧2279の意味するところにっいては，議論が行われた。』そこでは，（i）時効取
得のための権原であるとする説，（li）即時の時効であるとする説，㈲所有権の推定であるとする説，
㊥無権利者からの所有権の取得であるとする説の4つの学説が挙げられる。以下において，概観
していく。
（i）時効取得のための権原であるとする説
　本説は，民法典制定後の初期の学説であり，主にトゥーリエに代表される。
トゥーリエは，2279条が時効の章に規定が置かれたことから，かつてポティエが無制限な動産追
求をローマ法と同様に時効によって制限しようと試みたのと同様に，民法2279条の規定をローマ
法的に時効制度の枠内で位置付け，本条によって善意の取得者に与えられる権原は，ローマ法にお
いて使用取得の際に必要とされる正権原に変わるものであると考えた21。
　たとえ，「占有は権限に値する」という法文がブルジョソによって与えられたものであったとし
ても，その解釈はブルジョソの考えたように広い意味を与えるべきではないと考えた。
　さらに，トゥーリエは，盗難は不正に物が奪われた全ての場合であると広範な盗概念を採り，返
還請求の認められる場合を広く捉えた。
　しかし，以上のような解釈は，法律上明文をもって時効取得に権原を要求する法制において支持
を得たのとは異なり22，時効取得に正権原を要求する明文規定を有しないフランスにおいては受け
入れられなかった。
　フランスにおいては，2279条の3年という期間は，時効期間を定めたものではなく，返還請求
訴権を行使することができる期間であると考えられているため，本説は受け入れられなかった。
（ii）即時の時効であるとする説
　以上のように，3年という期間を時効期間ではないと考えつつも，2279条が時効の章に置かれて
いるということから，本条は時効成立期間を持たない即時の時効であるとする説が登場する23。
　本説は，民法典の条文を詳細に検討し，その文面の整合性を取ろうと試みる。
　旧2279条の2項で，盗品と遺失物については，3年間，所有権者に返還請求が認められるが，他
方，2239条では，「定額小作人，受寄老及びその他の仮の所持者が所有権の移転名義によって物を
21Toullier，　Le　Droit　civil　frangais，　t．　VIII，　Bruseles，1832．　p．41．
22スペインにおいては，スペイソ民法典464条の規定を，時効のために必要な権原について規定しているとす
　る見解が支持された。Sofia　de　Salas　Murillo（古閑次郎訳）「物権法Derecho　real」日本スペイソ法研究会
　＝サラゴサ大学法学部＝Michiza日本法研究班共編『現代スペ・イン法入門』（嵯峨野書院，2010年）の他，
　拙稿「善意取得の再考」『法学研究論集』35号（2011年）においても触れられる。
23Mercad6，　Explication　th60rique　et　pratique　du　code　civil，　t．12，　Paris，1874，　p．357．
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移転した相手方は，それを時効によって取得することができる。」と規定されており，1918条で
は，「寄託は，動産でなければ，目的とすることができない。」と規定している。2239条と1918条
の両規定を併せると，受寄者から動産を取得した者は，時効により取得することができるというこ
とになる。この際，盗品と遺失物については所有権者に3年間の返還請求が認められているが，
そうでなければ，所有権者には返還請求が認められておらず，これは，2239条でいうところの時
効が即時に成立しているということであると理解される。
　即時の時効の要件としては，時効であるため，正権原と善意が要求される。
　ただし，この2つの要件のうち，正権原については異論が呈される。すなわち，占有が権原に
値するという条文の文言と，占有をし即時に時効取得するために正権原が要求されるということの
間の整合性が取れないということである。
　こうした批判に対して，マルカデは，権原には2つの意味があるのだと説明をした。
　なお，わが国における旧民法証拠編144条の「正権原且善意ニテ有体動産物ノ占有ヲ取得スル者
ハ即事二時効ノ利益ヲ得…」という規定は，フランス法の本説に拠って立つことを明確にした条文
であった。
㈲　所有権の推定であるとする説
　この説は，2279条を時効ではなく，占有の効力である所有権の推定として理解する。所有権の
推定を受けた占有者は，所有権者による物の返還請求を拒絶することができる地位を得る。
　この説には，2つのヴァリエーションがあり，反証可能な法律上の推定であるとする説と，覆す
ことのできない推定であると考える説である。推定説の中でも，後者のように考える説が支持を受
け，通説として支持された。
　覆すことのできない推定であると考える説によると，2279条は推定の機能を持つが，そこでい
う推定は，「法律の推定に反するいかなる証明も，認められない。」と規定する1352条に従って，
絶対的で反証されないものであるとする24。
㈹　無権利者からの所有権の取得であるとする説
　この説は，現在の日本法において通説的に理解されているのと同様に，本規定により，善意の取
得者は当該動産の所有権を取得すると考える。
　本説を提唱したローランは，旧2279条を所有権の推定であるという学説を批判し，規定の元と
なったブルジョンの著書に遡り，改めてその解釈を行った。
　ブルジョンは，「単なる占有は，完全なる権原（un　titre　parfait）の全ての効果を生じさせる。」
と述べるが，その「完全なる権原」が何を意味するのかを考えると，売買や贈与のような，所有権
24Aubry　et　Rau，　Cour　de　droit　civil　frangais，　Paris，1869，　p．104．
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の移転であり，従って，完全なる権原の全ての効力を生じさせるということは，善意の動産取得者
が所有権を取得するということを意味しており，即事に所有権者となるということを意味している
という25。
　ただし，付け加えると，ローランは書面の存在を重視しており，書面が存在する場合には占有は
問題とならず，動産が書面によってなされないために本条は意味を持つという理解の上に立ち，本
条の根拠としては証拠法上の理由を挙げる。
　この説に対しては，所有権の取得の方法について規定する711条と712条に占有は規定されてい
ないという批判がなされるが，ローランは，これらの条文は限定的に所有権の取得の不法を列挙し
ているに過ぎず，旧2279条が所有権の取得について定めるとすることに矛盾しないと反論をした。
3．現在の通説的理解
　以上概観した民法典制定後の初期の議論の状況は，サレイユによって終止符を打たれた26。サレ
イユは，従来の議論は，旧2279条に含まれる2つの異なる機能を区別せずに論じているために混
乱が生じているとして，2つの機能をはっきりと区別する。すなわち，所有権取得機能と推定機能
である。
　それと同時に，サレイユはBGBの分析，検討を通して，本条の証拠法的な性格から実体的性格
への転換を決定的なものにした。
　現在のフランスの通説的理解は，こうしたサレイユの理解に従うものである27。これら2つの機
能は，それぞれ異なる場面で働く。
　推定機能は，動産が譲渡される場合に，前占有老が現占有者に対して，自己が依然として所有権
者であると主張して物の返還を請求する場合に働く。
　そうした場合に，取引行為を証明するために，何らかの証拠が用いられなければならないが，動
産に関しては，通常は書面が作成されないため，本条が証拠の存在しないことを補い，占有者が，
主張する有効な権原に基づいて動産を取得したということが推定されるという機能である。
　従って，返還請求を行う前占有者は，現占有者の占有が賃貸借などの返還義務を伴う契約による
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ト　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Fものであり，自己が依然として所有権者であるといっことを証明しなければならず，原告がそのこ
とを証明できなければ，被告が有効な権原により動産を取得したことを証明できない場合であって
も，占有者が物を保持することができる。これは，あくまでも，原告と被告との間での問題であ
り，譲渡人以前の占有者の所有権は問題とならない。
　他方で，取得機能は，前述の推定機能の働く場面とは異なり，所有権も処分権も有しない譲渡人
25Laurent，　Principes　de　droit　civil，　t．32，　Bruxelles／Paris，1887，　p．552．
26Raymond　Saleilles，　De　la　possession　des　meubles－6tudes　de　droit　allemand　et　de　droit　frangais－，　Paris，1907．
27ABDEL－BAKI，　Du　role　de　la　possession　en　mati色re　mobili6re，　Paris，1943．　Frangcois　Terr6，　Droit　civil：les
　biens（Dalloz，76d，2006）n．426°．
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から動産を取得した場合に働き，取得者の占有，善意，正権原，動産が盗品や遺失物でないことを
要件とし，取得者に実体的な所有権を取得させるという機能である。この所有権の取得に関して
は，上で述べた覆すことのできない推定の結果として所有権を取得するという考え方が有力である。
　無権利者からの取得機能の根拠としては，動産は人から人へと転々と流通する運命にある，その
取引が書面によって証明されないため，動産を取得しようとする者が，真実の権利者が他にいるの
かどうかや，相次ぐ取引の連鎖を確認することが不可能である，ということにも求められる。
　なお，付け加えると，近時のフランスの民法典改正の議論の中で，現在のような短く曖昧な規定
に2つの意味を持たせることをやめ，2つの機能を区別することが必要であるという考えも存在す
る28。
三．新しい民法典と，ヨーロッパ私法統一の試みの中での善意取得
　前述のように，20世紀の後半より，私法の統一に向けた試みが，とりわけ，債務法の領域にお
いて，盛んに行われてきた。しかし，そのような中で，いくつかの理由から，例えば，販売された
商品の所有権の帰属の問題のような，物権法上の事柄については，規定の対象から外されてきた29。
　その理由としては，例えば，国際私法上の処理で十分であるということや，その土地の慣習が含
まれているということなどが挙げられるが，とりわけ，物権変動についての分離主義と意思主義と
の間の相違が，物権法の統一にとっての大きな障害となってきた30。
　しかし，成功はしなかったものの，1968年と1974年にはユニドロワによって，国連売買法を補
うために，動産の善意取得に関する統一法の草案が作成されているし，また，近時は，とりわけ
ヨーロッパにおいて，ヨーロッパ私法の統一という目標の下，物権法にもその議論が及び始め，善
意取得に関しても対象とされる。
　以下，ユニドロワによる草案について触れた後，近年民法典の制定がなされたオランダとケベッ
クにおける規定の状況について概観した後，最も新しいCFRによる草案について触れ，善意取得
を巡る立法状況を検討していきたい31。
28ユーグ・ペリネーマルケ（平野裕之訳）「アンリ・カピタン協会による物権法改正提案」民商法雑誌141号4
　＝5号458頁。
291964年のハーグ統一売買法条約（ULIS，　ULF）と，それを引き継いだ1980年のウィーン売買条約（CISG）
　（4条）は，明文をもって，実体的な所有権の移転に関しては適用範囲から除外する。潮見佳男一中田邦博
　一松岡久和『概説国際物品売買法』（法律文化社，2010年）。
30Ernst　Karner，　Gutglaubiger　Mobiliarerwerb，　Wien，2006，　S．42．
31近時のDCFRに至るまでの欧州司法の動向については，アーサー・S・ハートカンプ（松岡久和訳）「特別
　講演『ヨーロヅパ民法典への動向』」ジュリスト1361号（2008年）154頁や，マリー＝ローズ・マクガイヤー
　（大中有信訳）「ヨーロッパ契約法原則から共通参照枠へ（一）一現行ヨーロッパ契約法の立案グループと
　その基盤一」民商法雑誌140号2号（2009年）137頁，ラインハルト・ッィンマーマン（吉政知広訳）「ヨー
　ロッパ契約法の現況」民商法雑誌140巻6号593頁，川角由和＝中田博邦一潮見佳男＝松岡久和編『ヨーロ
　ヅパ私法の展開と展開と課題』（日本評論社，2008年）などから知ることができる。
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1．ユニドロワによる草案
　1960年代より，ユニドロワによって，動産の善意取得に対する規定を作成しようという試みが
行われた。この試みは，1964年のハーグ統一売買法条約（UHS）によって排除された領域につい
て補うことを目的としたものであって，国際的な研究グループが形成され草案の作成に当たり32，
ユトレヒト大学のソーヴプラン教授がレポーターを務め，公表された。
　1968年に最初の「有体動産の善意取得者の保護に関する統一法草案（Projet　de　loi　uniforme　sur
la　protection　de　l’acheteur　de　bonne　foi　d’objets　mobiliers　corporels：LUAB1968）」が公表された
後，引き続き改訂作業が行われ，1974年に，LUAB1974（Projet　de　convention　portant　loi
uniforme　sur　l’acquisition　de　bonne　foi　d’objets　mobil圭ers　corporels）に置き換えられた33。
　これらは，参加した諸国の法の最大公約数である規定を導き出すことではなく，「最良の法」を
導き出すことを目的として作成されたものであった34。
　LUAB1968では，5条1項35に中心的な規定が置かれ，買主が善意であることと，商品の引渡し
がなされたこととを要件として，財産の譲渡は，売主が商品の処分権を持たなくても有効であると
する。善意についての証明責任は取得者が負い，取引において通常用いられるべき注意が払われた
ということを立証しなくてはならない（9条36）。
　また，10条1項37から，契約締結の情況または契約条項が疑わしい場合には，取得者は善意で
あるとは考えられない。
　LUAB1968は，伝統的な，自らの意思で委ねた物と，自らの意思によらずに失った物との間の
区別を引き継ぎつつ，10条2項38により，遺失物と盗品について，同種の商品を通常販売する商
人から取得した場合には取得者は善意であると考えられ，善意取得が可能となるとする。
32イタリア，フラソス，英国，ドイツ，スイスなど。
33LUAB1968にっいては，　Unification　of　law　Yearbook，1967－1968，　UNIDROIT，1969に，　LUAB1974にっい
　ては，Uniforme　law　review　1975－1，　UNIDORIT，1975に，草案の条文とソーヴプラン教授のレポートが公
　表されている。
34Karner，　a．a．O．（Fn．30），S．48，
35Art．5LUAB1968
　Atransfer　of　property　shall　be　valid　although　the　seller　had　no　power　to　dispose　of　the　goods，　provides　the
　purchaser　may　claim　to　be　in　good　faith　and　that　the　goods　were　handed　over　to　him．
36Art．9LUAB1968
　The　purchaser　must　prove　that　he　took　the　precautions　normally　taken　in　business．
37Art．10　Abs．1LUAB1968
　The　purchaser　shall　not　be　considered　tp　be　in　good　faith　if　the　contract　is　suspect　because　of　the　circum－
　stances　in　which　it　was　concluded　or　the　clauses　it　contains。
38Art．10　Abs．2LUAB1968
　1n　case　the　goods　to　which　the　contract　refers　were　lost　or　stolen，　the　purchaser　can　be　considered　to　be　in
　good　faith　only　if　he　bought　the　goods　under’normal　conditions　from　a　dealer　who　usually　sells　goods　of　the
　same　kind．
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　続いて，引渡しについては，11条39で規定される。
　以上のようなLUAB　1968に対して，とりわけ，10条2項の，盗品についても善意取得が成立し
うるという点について批判が向けられた40。
　LUAB1974は，批判に対応する形で，善意にっいて規定した条文の改定をすると共に，
LUAB1968の10条2項と異なり，盗品への善意取得を排除する。すなわち，7条1項41で善意を定
義した後，7条2項42で，取得者が善意と認められるためには通常の予防措置を講じなければなら
ないこと，7条3項43で，善意を判断するための基準が列挙される。そして，11条44によって，盗
品についての善意取得が排除される。
　LUABは，結局，加盟国において国内法化されることはなく，動産の善意取得に関する議論
は，盗まれた文化財に対する議論のみが切り取られた形で継続され，後に，ECにより文化財保護
指令が出されるに至るが，動産の善意取得に関する統一法を作成するという試みは最終的に頓挫し
た45。
2．オランダにおける新民法点の制定
　オラソダにおいては，1809年，ルイ・ボナパルトの統治時代に，フラソス民法典を修正した法
典が施行された。翌1810年，ナポレオンの介入によりルイが退位をさせられ，オランダは正式に
フランスの一部として併合され，フランス民法典が用いられることになる。ナポレオン戦争の終結
後，ウィーソ会議によりオラソダは独立を果たすが，カトリックの南部とプロテスタントの北部と
の対立により法典編纂は遅れ，1830年のベルギー（ルクセンブルク）の独立を経て，1938年に民
39Art，11　Abs．1LUAB1968
　The　goods　shall　be　considered　having　been　handed　over　to　the　purchaser　when　they　are　in　his　hands　or　when
　the　purchaser　is　in　the　possession　of　a　document　representing　them．
40とりわけ，文化財の国外への流出が懸念された。Hermann．　J．　Knott，　Der　Anspruch　auf　Herausgabe　gestoh－
　lenen　oder　illegal　exportierten　Kulturguts，　Baden－Baden，1990．
41Art．7Abs，1LUAB1974
　Good　faith　consists　in　the　reasonable　belief　that　the　transferor　has　the　right　to　dispose　of　the　movables　in
　conformity　with　the　contract．
42Art．7Abs．2LUAB1974
　The　transferee　must　have　taken　the　precautions　normally　taken　in　transactions　of　that　kind　according　to　the
　circumstances　of　the　case．
43Art．7Abs．3LUAB1974
　1n　deternlining　whether　the　transferee　acted　in　good　faith，　account　shall，　interb　alia，　be　taken　of　the　nature　of
　the　movables　concerned，　the　qualities　of　the　transferor　or　his　trade，　any　special　circumstances　in　respect　of
　the　transferor’s　acquisition　of　the　movables　known　to　the　transferee，　the　price，　or　provisions　of　the　contract
　and　other　circumstances　in　which　it　was　concluded．
44Art．11　LUAB1974
　The　transferee　of　stolen　movables　cannot　invoke　his　good　faith．
45Karner，　a．　a．0，（Fn．30），S．48．
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法典が制定された46。
　1939年民法典は，フランス法の影響を強く受けたものであり，善意取得の分野に関しても，
2014条47はフラソスの旧2279条に対応する「動産に関しては，…占有は完全な権原として通用す
る。」という規定を有するものであり，637条がフラソスの旧2280条に対するものであった。
　ただし，動産法の一部でオランダの伝統に拠っており，フランスやドイツとは異なるシステムを
採用していた。物権行為と債権行為とを分離し（分離主義），所有権の移転のために，原因行為が
有効であることを必要としながら（有因主義）48，引渡しを必要とした（引渡し主義）49。
　2014条の規定の意味するところについては，フランスと同様にその規定の意味するところにつ
いて，民法典の制定以来長期にわたり議論が行われた50。
　当初は，フランスの議論を参考にしながら，条文の文言の解釈が行われたが，19世紀末から20
世紀初頭にかけて，ドイッ法の影響が強まり，学説において，ドイッ法的な実体的な解釈が支配的
となり，後に，判例においても，同様に実体法的な解釈が採られた51。
　そうした中，2014条に代表されるように，民法典と実務とが乖離してきた実情に照らして，
1947年より，ライデン大学のメイヤース教授を中心として民法典の改正作業が進められた。改正
作業の後に完成したのが，1992年1月1日に施行されたオラソダ新民法典（Nieuw　Burgerlijk
Wetboek）であった52。
　新オランダ民法典では，物権変動についての従来のシステムを維持しつつも，3：8653条に規定
される善意取得の規定は以前の規定から大幅に変更された。3：86条は，譲渡人と譲受人との間に
有効な有償の54債務契約が存在し，さらに有効な引渡しが行われたことを要件とし，その譲渡を有
46アーサー・S・ハートカンプ（曽野裕夫訳）「オラソダ私法の発展一ヨーロッパ的視座に立って　」民商法
　雑誌109巻4＝5号（1994年）頁など。
47BW　Art．　2014
　1，Met　betrekking　tot　rorende　goederen　die　noch　in　renten　bestaan，　boch　in　inschulden　welke　niet　aan　toon－
　der　betaalbaar　zijn，　geldt　het　bezit　als　volkpmen　titeL
　2，　Niettemin　kan　degene　die　iets　verloren　heeft　of　aan　wien　iets　ontvreemd　is，　gedurende　drie　jaren，　te　reke－
　nen　vanaf　den　dag　waarop　het　verlies　of　de　ontvreemding　heeft　plaats　wiens　handen　hij　hetzelve　vindt，　be－
　houdens　het　verhaal　van　den　laatstgemelde　op　dengenen　van　wien　hij　het　bezit　bekomen　heefy，　en　onvermin－
　derd　de　bepaling　van　art．637．
48Lars　Peter　Wunibald　van　Vilet，　Transfer　of　movables　in　German，　French，　English　and　Dutch　law，　Nijmegen，
　2000．p．133．1839年民法典の下では，有因か無因かという議論が行われたが，1950年にHoge　Raadの判決
　が，有因主義であると判決をしたことが述べられる。
49ハートカソプ・前掲注（46）634頁や，van　Villet，　Ibid，　at　133．また，物権変動システムについては，　Ulrich
　Drobnig，　Transfer　of　Property，　in：Towards　a　European　Civil　Code（Arthur．　S．　Hartkamp）（2004），p．725．
50A．　F．　Salomon，　De　interpretatiegeschiedenis　van　artikel　2014　BW（1838－1945），Amsterdam，1990．
51Hoge　Raad　5，5，1950，　NJ　1951，1．この点については，ハートカソプ・前掲注（46）
52オランダ新民法典の大まかな制定の経緯や性格については，前掲注（46）ハートカンプ教授の論稿を含む，
　「特集　オランダ改正民法典」民商法雑誌109巻4＝5号（1994年）104頁以下の，森島昭夫教授による「企
　画の趣旨」と，続くハートカンプ教授の論稿によって，概観することができる。
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効であるとし，善意の取得老に所有権を取得させる。
　オランダ法では，この無権利者からの所有権取得の効果は，法律によって生じるものではなく，
取得者がそのことを主張することで効果が生じ，取得老が主張しなければ所有権者に所有権は残る
と考えられる55。
　伝統的なHand　wahre　Hand準則のように，自ら委ねた物の場合と自らの意思によらず失った物
の場合とを区別することは放棄し，遺失物についても善意取得を認める56。返還請求が可能なの
は，盗品の場合のみであり，3年の除斥期間に服する（3：76条3項）。
　盗品について返還請求は，他国の法制と比較して，さらなる制限を受ける。取得の場所57や譲渡
人の性質だけでなく，取得者が事業行為を行う老でないことが求められる。これは，消費老保護の
観点から取り入れられた考え方で，消費者は十分な調査能力を有しないために特別に保護する必要
があるということを根拠としたものである58。
53Art．3：86　BW
　1．Ondanks　onbevoegdheid　van　de　vervreemder　is　een　overdracht　overeenkomstig　artikel　90，910f　93　van
　een　roerende　zaak，　niet－registergoed，　of　een　recht　aan　toonder　of　order　geldig，　indien　de　overdracht　anders
　dan　om　niet　geschiedt　en　de　verkrijger　te　goeder　trouw　is．
　2．Rust　op　een　in　het　vorige　lid　genoemd　goed　dat　overeenkomstig　artikel　90，910f　93　anders　dan　om　niet
　wordt　overgedragen，　een　beperkt　recht　dat　de　verkrijger　op　dit　tijdstip　kent　noch　behoort　te　kennen，　dan
　vervalt　dit　recht，　in　het　geval　van　overdracht　overeenkomstig　artike1910nder　dezelfde　opschortende　voor－
　waarde　als　waaronder　geleverd　is．
　3．Niettemin　kan　de　eigenaar　van　een　roerende　zaak，　die　het　bezit　daarvan　door　diefstal　heeft　verloren，　deze
　gedurende　drie　jaren，　te　rekenen　van　de　dag　van　de　diefstal　af，　als　zijn　eigendom　opeisen，　tenzij：
　　●a．de　zaak　door　een　natuurlijke　persoon　die　niet　in　de　uitoefening　van　een　beroep　of　bedrijf　handelde，　is
　verkregen　van　een　vervreemder　die　van　het　verhandelen　aan　het　publiek　van　soortgelijke　zaken　anders　dan
　als　veilinghouder　zijn　bedrijf　nlaakt　in　een　daartoe　bestemde　bedrijfsruirnte，　zijnde　een　gebouwde　on－
　roerende　zaak　of　een　gedeelte　daarvan　met　de　bij　het　een　en　ander　behorende　grond，　en　in　de　normale
　uitoefening　van　dat　bedrijf　handelde；of
　　・b．het　geld　dan　wel　toonderっf　orderpapier　betreft．
　4．Op　de　in　het　vorige　lid　bedoelde　termijn　zijn　de　artikel　316，318　en　319　betreffende　de　stuiting　van　de　ver－
　jaring　van　een　rechtsvordering　van　overeenkomstige　toepassing．
54無償でなければ，物の価値を大幅に下回った価格が支払われた場合であっても，善意取得は認められる。
55Asser－Mijnssen／de　Haan，　Handleiding　tot　de　beoefening　van　het　Nederkands　burgerlijk　recht，　Zakenrechts
　Algemeen　goederenrecht，13．　Aufl，　Zwolle，1992，　Nr．340．
56物は経済の循環の中に置くべきであるとされ，当初は，盗品も含めた全ての物についての善意取得が検討
　されたが，結局，盗品についての返還請求は可能であるとされた。こうした立法時の状況については，
　Asser－Mijnssen／de　Haan，　Zakenrechts　1，　Nr．342．
57ただし，競売や公開市場における取得には，盗品の善意取得は認められない。Karsten　Thorn，　Mobiliarer－
　werb　vom　Nichtberechtigten：Neue　Entwicklungen　in　rechtsvergleichender　Perspektive，　ZeuP，1997，　S．456
58なお，新民法典の7：5条1項には，消費者売買の定義規定が置かれ，ここでは，消費者売買は動産に関す
　るものであると規定される。この点につき，潮見佳男「最近のヨーロッパにおける契約責任・履行障害法
　の展開一改正オランダ民法典・ドイッ債務法改正委員会草案・ヨーロッパ契約法原則」阪大法学47巻2＝3
　号（1995年）にも指摘が見られる。
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　オランダ法において新たに採用されたのが，情報提供義務（wegwijspflicht）についての規定で
あり（Art．3：87　BW59），物の取得から3年間，所右権者から問合せを受けた場合，譲渡人につい
ての情報を提供しなくてはならない。これは，立法上，急進的な取得者保護へと舵を切ったことに
対して，以前の所有権者の利益保護を図ることを目的としたものであった60。
　取得者が情報提供を行うことができない場合，善意取得を主張することができず，物を返還しな
くてはならなくなる。情報提供義務の派生的効果として，取得者には，後に適切な情報を提供でき
るように，取得時に必要な情報を収集することが求められる。
　なお，1971年に起草された，政府特命官（Regeringscommissaris）として責任を負ったランゲ
メイヤー（Langemijer）による物権法の第3編（boek3）についての草案61では，ハンガリー法を
模範として，買戻権の規定が置かれていた62。買戻権は，所有権者は，3年の間，取得者が物の返
還によって被る損害を補償することにより，善意の取得者に対しても物の返還を請求できるという
権利である。しかし，この規定は，最終草案の段階で放棄された63。
3．ケベックにおける新民法典の制定64
　入植当初より，カナダの東部ではイギリスとフランスによって領右が競い合われ，イギリス割譲
後も適用法を巡る争いが生じていたが，ケベックでは，1774年のQu6bec　Actによって，ケベック
州の民法としてフランス法，とりわけパリ慣習法を基礎とすることが承認され，法律や判例によっ
て修正を受けながら用いられていた。
　そうした法的状況を整理する意味で法典化が行われたのが，1866年8月1日に施行された，「下
流カナダ民法典（Code　Civil　du　Bas－Canada）」である。
　下流カナダ民法典においては，従前のフランス法が用いられていた伝統から離れ，よりイギリス
59Art。3：87　BW
　1．Een　verkrijger　die　binnen　drie　jaren　na　zijn　verkrijging　gevraagd　wordt　wie　het　goed　aan　hem　vervreem－
　dde，　dient　onverwijld　de　gegevens　te　verschaffbn，　die　nodig　zijn　om　deze　terug　te　vinden　of　die　hij　ten　tijde
　van　zijn　verkrijging　daartoe　voldoende　mocht　achten．　Indien　hij　niet　aan　deze　verplichting　voldoet，　kan　hij　de
　bescherming　die　de　artikel　6，86a　en　86b　aan　een　verkrijger　te　goeder　trouw　bieden，　niet　inroepen．
　2．Het　vorige　lid　is　niet　van　toepassing　ten　aanzien　van　geld．
60Thorn，　a．　a．0．（Fn．57），S．452．
61G．　E．　Langemeijer，　Ned．　J．　B．33（1958），S．28．
62加えて，新民法点の規定とは異なり，所有権者による返還請求を一般的に認める法制を採っていた。
63Thorn，　a．　a．0．（Fn．57），S．445．
64ケベックの法史や立法状況については，大島俊之教授の一連の論稿が詳細である。下流カナダ民法典につ
　いては，「ケベック民法典の起草者」神戸学院大学法学28巻2号（1999年）や「ケベック旧民法典の制定」
　神戸学院法学28巻4号（1999年）が，また，ケベック民法典制定に至る経緯については，「ケベック民法典
　略史」神戸学院法学34巻2号（2004年）などがある。また，ケベック民法の性格については，「ケベック民
　法の性格一大陸法的伝統と英米法の影響一」比較法研究48号（1986年）などがある。海外のものでは，
　Pierre　Legrand　jr，　Civil　Law　Codi丘cation　in　Quebec：Acase　of　Decivilianization，　Zeup，1993，　p．574．
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法の影響を受けた規定が見られるようになる。
　善意取得についても，フラソスとは異なる制度が採られる。善意取得に該当する規定は，時効や
占有の効力として規定されるのではなく，他人物売買に関する規定から導き出される。
　まず，原則として，1487条65にしたがって，売主に帰属しない物の販売は無効であり，ローマ
法上の「何人も自身が有する以上の権利を他人に移転することができない。」という準則66に従い，
他人物の買主は所有権を取得できずに，所有権者による返還請求を受ける。
　そのことは，判例においても，所有権者によって賃貸された動産の借主が，それを第三者に売っ
た場合には，たとえ占有者が善意で当該動産を取得した場合であっても，所有権者の返還訴権は継
続するとする，と確認される67。
　ただし，1488条68により，商取引の場合には当該取引は有効であり，善意取得の可能性が生じ
る。そして，商取引の場合の善意取得については，所有権者が自らの意思により動産を委ねた場合
と，意思によらずに動産を失った場合とを分けて考え，前者については善意取得が認められたが，
後者については取得者が物の取得のために支払った購入代金を支払わなければ，返還請求を行うこ
とができなかった（1489条69）。
　しかし，遺失物または盗品が裁判所の監督下で取引された場合（1490条70）には，返還請求は，
所有権者による返還請求は不可能であった。
　商取引の場合に返還請求が可能な盗品の概念については激しい議論が行われたが，当初は狭い概
念が支配的であったが，横領や着服へと範囲が拡大され，善意取得は可能な限り制限された71。
　1955年の「民法典の改正に関する法律」が制定されて以後，民法典の改正への試みが行なわれ，
約40年に渡る検討を経て，部分的に新家族法の施行，置換を経た後，ケベック民法典（Code　Civil
du　Qu6bec）が，1991年12月8日に制定され，1994年1月1日に施行された。新民法典において
65Art．1487　Code　Civil　du　Bas－Canada
　The　sale　of　a　thing　which　does　not　belong　to　the　seller　is　nul1，　subject　to　the　exceptions　declared　in　the　three
　next　following　articles．　The　buyer　may　recover　damages　of　the　seller，　if　he　were　ignorant　that　the　thing　did
　not　belong　to　the　latter．
66Nemo　plus　iuris　ad　alium　transferre　potest　quam　ipse　habereしUlp．　D．50．17．54．
67Mathews　vs　Sen60al，1863　J．　J．　Beauchamp，　The　ciuvil　code　of　the　province　of　Quebec，　annotated，　t．2，
　Montrea1，1905，　p．286．
68Art．1488　Code　Civil　du　Bas－Canada
　The　sale　is　vahd　if　it　be　a　commercial　matter，　or　if　the　seller　afterwards　become　owner　of　the　things．
69Art．1489　Code　Civil　du　Bas－Canada
　If　a　thing　lost　or　stolen　be　bought　in　good　faith　in　a　fair　or　market，　or　at　a　public　sale，　or　from　a　trader
　dealimg　in　similar　articles，　the　owner　cannot　reclaim　it，　without　reimbursing　to　the　purchaser　the　price　he
　has　paid　for　it．
70Art．1490　Code　Civil　du　Bas－Canada
　If　the　thing　lost　or　stolen　be　sold　under　the　authority　of　law，　it　cannot　be　reclaimed．
71Thorn，　a．　a．0，（Fn．57），S．458．．
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は，フランス法の影響が広範に抑制された。
　善意取得については，所有権者をより保護する規定構造が引き続き採られているが，いくつかの
点で下流カナダ民法典から変更が行われている72。
　旧法の下で見られた一般的な商取引と私的取引との間の区別は廃止され，その上で，物の所有権
も処分権限も有しない売主による物の売買契約は，1713条1項73によって無効であり，1714条74
に従って，取得者が善意であっても善意取得は認めず，真の所有権者の返還請求を認める。
　その上で，下流カナダ民法典と同様に，3つの場合の例外を除き，原則的には善意取得は認めら
れない。3つの例外的な場合には，まず，1714条の1項により，取得者が動産を有償で取得してお
り，取得者がその価額の償還を受けていない場合がある。その取得に要した価額が償還されなけれ
ば返還請求から保護されるという規定が存続するためである。次に，司法の監督の下での物の売買
の場合（1714条1項）と，同種の物を数回に渡って譲渡した場合（1454条75）である。
　1707条1項76規定が新しく導入され，そこでは，疑わしい権原の保持者から，善意に物を受け
取った取得者が保護される。
　前述のように，ケベック民法典の下では，商取引の場合の取得者を保護するという区別は放棄さ
れたが，通常の事業活動の過程において（in　the　ordinary　course　of　bisiness　of　an　enterprise），売
主から物の引渡しを受けた善意の買主は，取得に要した価額を償還されなければ，物の返還請求を
72以下，ケベック民法典の理解については，Jean　Pineau，　Th60rie　des　obligations，　in：La　r6forme　du　Code
　Civil，　t．　II，　Quebec，1993，　Pierre－Gabriel　Jobin，　Pr6cis　sur　la　vente，　in：La　r6forme　du　Code　Civil，　t　II，
　Quebec，　Quebβc，1993，　Denys－Claude　Lamontagne，　Distinction　des　biens，　domaine，　possession　et　droit　de
　propri6t，　in：La　r6forme　du　Code　Civil，　t．1，　Quebec，1993．
73Art．1713　Code　Cicil　du　Qu6bec
　The　sale　of　property　by　a　person　other　than　the　owner　or　than　a　person　charged　with　its　sale　or　authorized　to
　sen　it　may　be　declared　null．
　The　sale　may　not　be　declared　null，　however，　if　the　seller　becomes　the　owner　of　the　property．
74Art．1714　Code　Cicil　du　Qu6bec　　　　　　　　　　　　　・
　The　true　owner　may　apply　for　the　annulment　of　the　sale　and　revendicate　the　sold　property　from　the　buyer
　unless　the　sale　was　made　under　judicial　authority　or　unless　the　buyer　can　set　up　positive　prescription．
　工fthe　property　is　a　movable　sold　in　the　ordinary　course　of　business　of　an　enterprise，　the　owner　is　bound　to
　reimburse　the　buyer　in　good　faith　for　the　price　he　has　paid．
75Art．1454　Code　Cicil　du　Qu6bec
　If　a　party　transfers　the　same　real　right　in　the　same　movable　property　to　different　acquirers　successively，　the
　acquirer　in　good　faith　who　is　first　given　possession　of　the　property　is　vested　with　the　real　right　in　that　proper－
　ty，　even　though　his　title　may　be　later　in　time．
76Art．1707　Code　Cicil　du　Qu6bec
　Acts　of　alienation　by　onerous　title　performed　by　a　person　who　is　bound　to　make　restitution，　if　made　in
　favour　of　a　third　person　in　good　faith，　may　be　set　up　against　the　person　to　whom　restitution　is　owed．　Acts　of
　alienation　by　gratuitous　title　may　not　be　set　up，　subject　to　the　rules　on　prescription．
　Any　other　acts　performed　in　favour　of　a　third　person　in　good　faith　may　be　set　up　against　the　person　to　whom
　restitution　is　owed．
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拒むことができる。
　事業活動の要件の意義や範囲に関しては，解釈に委ねられるが，日本の民法194条の「競売若し
くは公の市場において，又はその物と同種の物を販売する商人より」という枠組みよりも，より柔
軟で，多様な取引状況を予定していると思われる。
4．CFRによる草案
　共通参照枠草案（Draft　Common　Frame　of　Reference：DCFR）では，善意取得に関する規定
は，物品の所有権の取得と喪失に関する8編の3章に，所有権の善意取得（Good　faith　acquisition
of　ownership）という形で置かれる77。
　8編を担当したのは，EUによる委託を受けた，ブリギッタ・ルルガーとヴォルフガング・フ
ァーバーをリーダーとする，グラーツとザルッブルクのオーストリアの2つの研究グループであ
った。
　3：101条（所有権または所有権の移転の権限を持たない者からの善意取得）78は，無権利者か
ら，皿一2：101（所有権譲渡の諸要件，総則）において規程される要件の下，動産を有償かつ善意
に取得した者は，原始取得により所有権を取得し，以前の所有権者は所有権を喪失すると規定する。
　DCFRにおいても，伝統的な物の区別は放棄されるが，盗品の場合のみ返還請求が可能である
が，盗品についても，取得者が譲渡人から通常の取引の過程で取得した場合には，善意取得を認め
る。
77Christian　von　Bar／Eric　Clive，　Principles，　De丘nitions　and　Model　Rules　of　European　Private　Law：Draft　Com一
　血on　Frame　of　Reference（DCFR），Full　Edition，　volume5，　Sellier，2009．
78VIII－3：101：Good　faith　acquisition　through　a　person　without　right　or　authority　to　transfer　ownership
　（1）Where　the　person　purporting　to　transfer　th6　ownership（the　transferor）has　no　right　or　authority　to
　transfer　ownership　of　the　goods，　the　transferee　nevertheless　acquires　and　the　former　owner　loses　ownership
　provided　that：
　（a）the　requirements　set　out　in　VIII．－2：101（Requirements　for　the　transfer　of　ownership　in　general）para－
　graphs　（1）（a），（1）（b），（1）（d），（2）and　（3）are　fulfilled；
　（b）the　requirement　of　delivery　or　an　equivalent　to　delivery　as　set　out　in　VIII．－2：101（Requirements　for　the
　transfer　of　ownership　in　genera1）paragraph（1）（e）is　ful且lled；（c）the　transferee　acquires　the　goods　for
　value；and
　（d）the　transferee　neither　knew　nor　could　reasonably　be　expected　to　know　that　the　transferor　had　no　right　or
　authority　to　transfer　ownership　of　the　goods　at　the　time　ownership　would　pass　under　VIII．－2：101（Require－
　ments　for　the　transfer　of　ownership　in　general）。The　facts　from　which　it　follows　that　the　transferee　could　not
　reasonably　be　expected　to　know　of　the　transferor’s　lack　of　right　or　authority　have　to　be　proved　by　the　trans－
　feree．
　（2）Good　faith　acquisition　in　the　sense　of　paragraph（1）dose　not　take　place　with　regard　to　stolen　goods，
　unless　the　transferee　acquired　the　goods　from　a　transferor　acting　in　the　ordinary　course　of　business．　Good
　faith　acquisition　of　stolen　cultural　objects　in　the　sense　of　VIII－4：102（Cultural　objects）is　impossible．
　（3）Where　the　transferee　is　already　in　possession　of　the　goods，　good　faith　acquisition　will　take　place　only　if
　the　transferee　obtained　possession　from　the　transferor．
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四．おわりに
　善意取得の規定を近代民法典において初めて規律したフラソス法の規定は，17世紀に中継貿易
の拠点となり通商が盛んであったオラソダにおいて，ゲルマン法（リューベック都市法に見られる
Hand　wahre　Hand準則）と取引保護のための論理が結び付いた結果生まれた理論の影響を受け，
その構造が理解された。
　そこで特徴的であったのは，所有権者がどのように動産の占有を喪失したかの態様によって，す
なわち，自らある者に動産の占有を委ねたのか，それとも，自らの意思によらずに占有が奪われた
のかによって，動産を追求することができるか否かが分かれ，後者の場合にのみ物の返還を求める
ことができるという点と，取引行為によって盗品又は遺失物を取得した場合の取得者への更なる特
権付与であった。
　善意取得の規定であるフランス民法典の旧2279条については，法律の文面に沿ったその解釈に
関する理論的な対立を経て，ドイッで民法典が成立した後，その影響を受ける形で，証拠法的な証
拠を補う推定機能と無権利者からの所有権取得機能という2つの機能があるという理解が確立さ
れた。
　ところが，かつてフランス民法典の影響を受けていた国と地域であるオランダとケベックにおい
ては，見てきたように，全く異なる方向へとフランスの規定から離れるという状況が生じている。
　オランダ新民法典では，それは現代のヨーロッパ民法の統一のための試みがなされる中で支持さ
れる方向性と同じであるが，非所有権老又は非処分権者から取得された動産の占有に所有権取得と
いう実体的な意味を与えるという方向へと進む。
　他方で，ケベック民法典では，それとは反対に，他人物の売買は無効とされ，所有権者による返
還請求を認め，善意取得を制限する方向へと進んでいる。このように，“ヨーロッパの潮流”と全
く反対に動産の善意取得に否定的な制度を採るように立法されたケベック新民法典の例は，ヨーロ
ッパ統一法の試みの中で導き出された規定が，必ずしも国際的に統一的なものではないという意味
において，注目に値するであろう。
　次に，その規定の中身に目を向けると，いくつかの点で，近代民法典の制定時期の商取引の状況
に適合するように確立された，善意取得の制度は，ゆるやかに変容しつつある。
　まずは，LUABにおいては依然として残存していた，伝統的な，自ら委ねた物と自らの意思に
よらずに失われた物との間の区別が，新しい2つの法典においても，DCFRにおいても，失われ
る方向にある。
　また，商取引においては，盗品や遺失物であっても善意取得が何らかの形で保護されるが，その
際に，フランス民法典のような（あるいは，日本も同様であるが），「不定期市若しくは定期市にお
いて，又は公売において，又は同種の物を販売する商人から」の取得という枠組は，もはや現代の
取引形態を表すのに十分ではなく，オラソダでは，消費者保護という枠内での保護が図られ，ケベ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ー166一
ックやDCFRでは，通常の事業活動の枠内での保護が図られる。
　さらに，オランダとケベックでは，その制度の原則においては，従来より，旧（真の）所有権者
かあるいは善意の取得老かの，いずれかにとって片面的な保護システムを採用しながら，他方の保
護のために何らかの手当てを行う。
　オランダでは，善意の取得者の保護へと，条文の上では転回が行われるが，情報提供義務を当該
取得者に課すことにより，旧所有権者の利益が図られる。
　一方，ケベックでは，旧所有権者の保護に資する制度が採用されるが，有償で取得された物一般
の返還には，取得者が取得に要した価額の償還が必要とされることにより，物を取り上げられるこ
とになる善意の取得者の利益が図られる。
　こうした傾向の中には，旧（真の）所有権者の買戻権を認めるオランダの旧草案も含まれるであ
ろう。
　ところが，DCFRで採用される制度は，善意の取得者に有利なシステムを採りながら，オラン
ダに比べて，旧所有権者の保護は十分に図られているとは言えない。
　以上，見てきたように，善意取得を巡る規定は，19世紀とは異なる方向へと変化をし，かつ，
いくつかの今まで見られなかった規定の登場により，所有権者と善意の取得老との関係を巡る困難
な問題に対しての，新しい解決の可能性を示している。
　こうした傾向は，善意取得が国際的な取引に関わる制度である以上，わが国にとっても看過でき
ないものであろう。とりわけ，わが国の192条から194条の規定も，フランス法の規定の影響を強
く受けたものであるが，フランス法の影響を受けた国と地域において生じた善意取得の規定の転換
は，興味深いものである。
　19世紀初頭に考えられた規定の枠組みは，現在の，多様化する取引形態や，ICチップのような
ツールの開発を見るに79，修正が必要とされるのではないだろうか。
　もちろん，学説や判例においては，法文の解釈を通して，可能な限り現代の状況に対応しようと
務められてきている。しかし，現在，わが国においては，債権法分野に限定された法改正が議論さ
れているが，これを機縁として，善意取得の規定の改正が行われるのであれば，将来の社会的な変
化により柔軟に対応できるように，いくつかの点で修正が行われることが望ましいだろう。
　以下においては，現在の規定の構成を維持した場合での望ましい修正点を3点指摘したい。
　第1に，自ら占有を放棄した物と，遺失物・盗品との区別を見直すべきであろう。この区別
を，真の所有権者の帰責性に根拠を求める立場によっても80，物を盗まれることには所有権者の帰
責性はないであろうが，遺失については，全く所有権者に責任がないわけではない。さらには，真
の所有権者の帰責性に基礎を求めるのでなければ，取引の保護という観点からは，より一層，物を
79動産については，同一性を確認したり，追跡したりするのが不可能である，というフラソスや日本の起草
　者達が考慮した善意取得の根拠を揺るがせる。
80内田貴『民法1総則・物権総論［第2版補訂版］』（東京大学出版会，2000年）455頁。
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失った態様によって区別を行う理論的根拠は乏しくなる。
　第2に，盗品に対しての善意取得を認める194条の規定の，「競売若しくは公の市場において，
又はその物と同種の物を販売する商人より」という列挙から，より一般的な枠組みへの転換が望ま
しいであろう。現在では，店舗における買い受けは，公の市場による買い受けに，行商人や露天
商，イソターネットオークショソなどによる買い受けは，その物と同種の物を販売する商人からの
買い受けに含まれる8ユ。しかし，取引の保護のために善意取得の規定を置くのであれば，より一般
的で柔軟な枠組みを用意することが望ましい82。
　第3に，侵害される真の所有権者を保護する規定を設けるべきであろう。具体的には，盗品に
限らずに，自己の所有権の存続を証明することのできた所有権者に買戻権まで認めても良いのでは
ないだろうか。所有権者が証明責任を負わなければならないことに加えて，取得者が取得に要した
費用の償還を認めることによって，十分に取得者の経済的利益も保護される。
　本稿においては，簡潔ながら以上3点の指摘を行うにおいて，結論とする。
81生熊長幸『即時取得の判例総合解説』（信山社，2003年）125頁。
82オランダで議論された例では，店舗ではない路上に停めた自動車で，倉庫を所有する保管業者から動産を
　取得した場合が挙げられる。
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